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生命保険の商品が大きく変化して来ている。 
 少子化・超高齢社会を背景に伝統的な死亡保障商品よりも、長生きリス
クに備える医療・介護・年金保険での開発競争が激しくなっている。 
近年においては、2008年度の世界的な金融危機の影響により投資・運
用型の保険商品が伸びなやみ、更には2007年度の保険金等の不払い
問題を受けて、各社において複雑化した商品の簡素化やラインナップの
整理も進んでいる。 
今回の講義では、商品開発競争が激しい医療保険の開発のトレンドを
実例に基づいて紹介したい。 
 
１．最近の生命保険の動向 
２．医療行政の変化と今後の方向性 
３．医療技術の進歩がもたらす影響 
４．医療行政の変化や医療技術の進歩が生命保険商品の開発に及ぼ

す影響と今後の方向性 

本日のテーマ 



最近の生命保険の動向 



１．最近の生命保険の動向 

＜１＞個人向け商品（死亡保障・医療保障）の新契約件数の推移 

金融審議会「保険商品・サービスの提供等の在り方に関するワーキング・グループ」（第１回）資料 

一時払 
養老保険 

医療保険 
がん保険 

一時払 
終身保険 



１．最近の生命保険の動向 

＜２＞年金商品の新契約件数の推移（千件） 

生命保険協会：事業統計 



１．最近の生命保険の動向 

＜３＞医療、がん、介護商品の新契約件数の推移（千件） 
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医療行政の変化と 
今後の方向性 



２．医療行政の変化と今後の方向性 

＜１＞国民医療費と人口分布の推移 

厚生労働省：国民医療費の範囲と推計方法の概要 / 国立社会保障人口問題研究所：人口ピラミッド 



２．医療行政の変化と今後の方向性 

＜２＞近年の健康保険制度の改定概要 
年次 概  要 

1997年 
健保自己負担２割 
政管健保の料率引き上げ（月収８．２％⇒８．５％） 

2000年 
高額療養費の改定（高所得者負担増） 
介護保険制度の創設（医療と介護の分離） 
診療報酬改定＋０．２％ 

2002年 診療報酬改定▲２．７％ 

2004年 診療報酬改定▲１．０％ 

2003年 

健保自己負担３割 
高額療養費の改定（一般所得者６３千円⇒７２千円＋α） 
健保総報酬制（賞与からも控除） 
政管健保の料率引き上げ（月収８．５％⇒年収８．２％） 
診断群分類包括評価（ＤＰＣ）の導入 

2006年 
７０歳以上現役並み所得高齢者３割負担 
高額療養費の改定（一般所得者７２千円＋α⇒８０千円＋α） 
診療報酬改定▲３．１６％ 

2007年 高額療養費の現物支給（入院） 

2008年 
乳幼児の患者負担軽減措置拡大（３歳未満⇒未就学児） 
後期高齢者医療制度 
診療報酬改定▲０．８２％ 

2010年 診療報酬改定＋０．１９％ 

2012年 
診療報酬改定＋０．００４％ 
高額療養費の現物支給（外来） 
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２．医療行政の変化と今後の方向性 

＜３＞診療報酬制度改定が治療実態に影響を及ぼした例 

入
院
時
の
診
療
報
酬
計
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すべて出来高払 

手術等 リハビリ 

胃カメラ等 

入院料等 検査 注射 

投薬 レントゲン 処置 

従来の診療報酬計算 

出来高払 

手術等 リハビリ 

胃カメラ等 

入院期間により診療報酬点数逓減 

包括支払 

１日あたりの入院点数 
×医療機関別係数×日数 

診断群分類包括評価（ＤＰＣ）の 診療報酬計算 

   ２０１２年度：外来での高額療養費の現物支給開始    

入院期間短縮：入院から外来治療への流れ（特に抗がん剤治療） 



２．医療行政の変化と今後の方向性 



２．医療行政の変化と今後の方向性 

＜４＞ 医療の人材不足問題と医療密度との関係 

厚生労働省：社会保障改革に関する集中検討会議（第10回）参考資料 

平均在院日数と１病床当たり職員数～各国の状況～ 

日本 
入院日数は短縮化 

医療スタッフは増えない 



２．医療行政の変化と今後の方向性 

＜５＞特定健診・特定保健指導の義務化（２００８年～） 

厚生労働省：平成20年患者調査 

 

治療から予防 ⇒ 医療費削減 
 

○２００８年４月から、メタボリックシンドロー
ム（内臓脂肪症候群）に着目した特定健
診と特定保健指導が開始。 

○これは、国保や各健康保険組合等に実施
を義務化されるもので、その対象は４０歳
から７４歳までの被保険者、被扶養者。 

○４０歳以上では３人に１人がメタボリックシ
ンドロームに該当するとも言われ、糖尿
病、高血圧症、高脂血症などとも関連性
があり、更に心疾患や脳血管疾患等のリ
スクも高い。 

○特定健診、特定保健指導は、メタボリック
シンドロームに着目し、その要因となって
いる生活習慣を改善するための保健指導
を行うことで、生活習慣病等の患者や予
備群を減少させ、ひいては国民医療費を
減少させることが目的。 



■計 画 の 内 容 
重点的に取り組むべき課題 主な個別目標 

○放射線、化学、手術療法の充実と専門的
な医療従事者の養成 

○がんと診断されたときからの緩和ケアの
推進 

○がん登録の推進 
○働く世代や小児のがん対策の充実 

○全てのがん診療連携拠点病院でチーム
医療の整備 

○医薬品や医療機器の早期開発、承認 
○がん予防として１０年後（２０２２年）まで

に喫煙率 １２％達成 
○子供へのがん教育のあり方検討 

２．医療行政の変化と今後の方向性 

＜６＞ 新しいがん対策推進基本計画の策定（２０１２年６月８日閣議決定） 
がん患者の抱える様々な痛み 

身体的苦痛 
（体の痛み・倦怠感・不眠） 

精神的苦痛 
（不安・いらだち・鬱状態） 

社会的苦痛 
（経済的な問題） 

（仕事・家庭の問題） 

スピリチュアルな苦痛 
（死への恐怖、自責の念） 

全人的苦痛 
（トータルペイン） 



２．医療行政の変化と今後の方向性 

＜７＞２０１２年度の介護保険改正 

厚生労働省：「平成２２年公的介護保険の現状と今後の役割」「特別養護老人ホームの入所申込者の状況」 

特養待機者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４２.１万人 

７．９万 

１０．０万 

１１．０万 

７．９万 

５．３万 

要介護認定者数の推移 



２．医療行政の変化が民間保険に及ぼす影響 

同居している主な介護者の介護時間（要介護状態区分別） 

要介護状態が重いほど、同居者は、１日のうち多くの時間を
介護に費やさねばならない。 

厚生労働省：平成２２年 国民生活基礎調査 



２．医療行政の変化と今後の方向性 

厚生労働省：平成２３年 社会保険審議会 介護給付費分科会資料 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（２０１２年４月～）  
重度介護者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて定

期巡回訪問と随時の対応を行う 「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」が創設された。 



２．医療行政の変化と今後の方向性 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（２０１２年４月～）  
重度介護者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて定

期巡回訪問と随時の対応を行う 「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」が創設された。 

24時間対応の訪問介護、長野県内での事業化ゼロ  2012/6/6  日経 
 
 ４月の介護保険制度改正の目玉だった24時間対応の定額訪問サービス導入が、長野
県内の自治体で遅れている。県によると４市町村が2012年度からの事業化を計画してい

たものの、現時点で始まった自治体はゼロ。採算が合いにくく、参入企業が出て
こないことが原因で、年度内にサービスが始まらない可能性も出てきた。 
 

 今年度から事業を始める計画を立てたのは中野市、伊那市、飯綱町、高山村。定額で
介護・看護を受けられるようにして自宅で過ごせるようにするのが狙い。ヘルパーらが定
期的に訪問するほか、緊急連絡にも対応するのが特徴だった。 
 

 今年度に48人の利用を見込んでいる中野市の担当者は「参入希望があった場合に対
応できるよう計画には入れたが、事業者が出てこない。今後対応を検討したい」と話す。
高山村や飯綱町は山間部で移動時間がかかるなど効率が悪いこともあり、「実際には事
業化は難しいのではないか」と声をそろえる。 
 

 伊那市では参入したい事業者はいるというが、「緊急通報のための装置をどうするかな
ど、詰めなくてはいけない問題がまだ残っている」として、「年度内の開始は難しいかもし
れない」としている。 

問題 



２．医療行政の変化と今後の方向性 

＜８＞医療・介護機能再編の将来像イメージ 

厚生労働省：社会保障改革に関する集中検討会議（第10回）参考資料 

医療機能の分化・強化と効率化の推進によって、高齢化に伴い増大するニーズに対
応しつつ、概ね現行の病床数レベルの下でより高機能の体制構築を目指す。 



医療技術の進歩 
がもたらす影響 



３．医療技術の進歩がもたらす影響 
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＜１＞先進医療とは 



３．医療技術の進歩がもたらす影響 

＜２＞先進医療（対象施術数） 

対象施術数   １０１種類（2012年６月１日現在） 



３．医療技術の進歩がもたらす影響 

＜３＞先進医療（対象から外れた施術の例） 

乳がん：センチネルリンパ節生検（２０１１年度～健保適用） 

乳房の温存手術に必要な検査 

＜４＞先進医療（粒子線治療の動向） 
患者負担 
重粒子線 

約３００万円 
陽子線 

約２５０万円 

国内の粒子線治療施設は、装置や稼動施設にかかる費
用が重粒子線で約１２０億円、陽子線で約８０億円と高い。 
また装置が大掛かりなため、重粒子線が３か所、陽子線
が７か所に留まっている（2011年６月現在）。 

大きさ10分の１小型の粒子線がん治療装置 数年で登場 
                                                                                                            2010/11/12 日経新聞 

（記事要旨） 
■装置の大きさと患者の負担額をそれぞれ約10分の１にするための研究開発が日本原子力研究開発機構の主導で進み、治療に十

分な性能を持つビームを発生させる見通しが立った。小型の実証装置の完成時期を2016年度に設定した。 

＜５＞先進医療（意外と身近にある施術） 

白内障多焦点眼内レンズ挿入術 
２０１２年６月１日現在 全国２１４医療機関で実施 



死亡率の減少 

手術数の増加 

入院の短期化 

通院患者の増加 

３．医療技術の進歩がもたらす影響 

＜６＞医療技術の進歩がもたらす影響 

粒子線治療 

腹腔鏡 
胸腔鏡手術 

心筋梗塞 
オフポンプ手術 

心筋梗塞  
心臓カテーテル手術 

脳梗塞 
（t-PA投与） 

抗がん剤 
（分子標的薬） 



３．医療技術の進歩がもたらす影響 

＜７＞死亡率の減少 

平成24年版高齢社会白書 

高
齢
者
死
亡
率
が
大
幅
に
減
少 



３．医療技術の進歩がもたらす影響 

＜８＞手術を受ける患者数の増加 

厚生労働省：平成23年患者調査 

65歳 
以上 
割合 
３３％ 

65歳 
以上 
割合 
51％ 



３．医療技術の進歩がもたらす影響 

＜９＞入院日数の短期化 
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35.0

40.0

45.0
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平均在院日数の推移 
  ’96 ’99 ’02 ’05 ’08 ‘11 

全体 40.8 39.3 37.9 37.5 35.6 32.8 

がん 35.8 31.4 28.9 24.6 22.4 20.6 

心疾患 38.9 31.6 29.3 27.8 24.2 21.9 

脳血管疾患 119.1 110.1 102.1 101.7 104.7 93.0 

高血圧 63.6 64 45.7 41.4 45.8 41.2 

糖尿病 47.2 46.8 42.3 34.4 38.6 36.1 

肝疾患 43.7 40.5 32.3 30 29.8 27.4 

腎疾患 50 45.3 40.2 45.4 41.3 35.9 

脳血管疾患以外は６０日 
以内に収まっている 

厚生労働省：平成23年患者調査 



３．医療技術の進歩がもたらす影響 

＜１０＞通院患者の増加 

厚生労働省：平成23年患者調査 
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医 療 行 政 の 変 化 
医 療 技 術 の 進 歩 

▼ 
生命保険商品に及ぼす
影響と今後の方向性 



 
■無選択型終身保険                       ■限定告知医療保険 
    健康告知が不要の終身保険                   簡単な告知で加入、一病息災の方むけ 
 
 
 
 
 
 
 
 

当初２年間、病気死亡時の                       当初１年間、入院、手術、先進 
 保障は既払込み保険料相当額                 医療等保障は半額保障 
 
     

 
 
 
 
                     
 
 
 
                  
 
 
   

３．生命保険商品に及ぼす影響と今後の方向性 

＜１＞死亡率の低下が及ぼす影響 

■1980年代まで医療保険は有期タイプが主流 
■1993年当社が終身タイプの医療保険を開発（日本初！） 
■現在、各社の医療保険の殆どが終身タイプ 

医療保険の終身化 

本格化する高齢化社会での新たな商品 

死亡
保障 

災害 
死亡 
のみ 

入院保障 
手術保障 

先進医療保障 

保
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は
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３．生命保険商品に及ぼす影響と今後の方向性 

入院日数の短期化 

入
院
保
障
の
変
化 

特定の疾病のみ長期保障 

＜２＞入院日数の短期化が及ぼす影響 

～１９９０年代 

２０００年代～ 

免
責
期
間 

１回の入院 
１２０日・３６０日・７３０日限度 

１回の入院 
６０日 

７大生活 
習慣病 
＋６０日 

１回の入院 
６０日 



 
 

 
 
 
 
                     
 
 
 
                  
 
 
   

３．生命保険商品に及ぼす影響と今後の方向性 

＜３＞がん通院患者の増加が及ぼす影響 

従
来
の
通
院
保
障 

がん外来治療保障  （当社開発 業界初！） 

入院 
５日 
以上 

退院後 
１２０日間で 
３０日限度 

 

診断確定後の１年間で 
１２０日限度 

 
 

保険期間 
通算１０００日限度 が

ん
診
断
確
定 

引き続き①手術療法 ②放射線療法 ③化学
療法 ④疼痛緩和療法が必要な場合 

１年 
毎に 
延長 

新
商
品
の
保
障 



３．生命保険商品に及ぼす影響と今後の方向性 

＜４＞手術の増加が及ぼす影響 

原
因   

約
款
が
分
か
り
に
く
い 

      約款規定の例 
 

・悪性新生物根治術４０倍 
・甲状腺手術              ２０倍 
・虫垂切除術              １０倍 

・ 
・ 
・ 

対象となる手術例を 
８８項目に纏めて規定 

商品改定対応 
原則健保対象の 

手術を保障 

不払・支払漏れも増加 

手術治療は年々増加 



 
 

 
 
 
 
                     
 
 
 
                  
 
 
   

３．生命保険商品に及ぼす影響と今後の方向性 

＜５＞先進医療が及ぼす影響 

Ｑ：先進医療保障の商品はいつからあるか？ 

１９８６年 １９９２年 ２００８年～ 
 

損保業界 
 

医療費用保険 
高度先進 
医療特約 

 

富国生命 
旧千代田生命 

 
医療保険険 
高度先進 
医療特約 

 

当社 
ＡＦＬＡＣ 
アリコ 

オリックス生命 
あんしん生命 

他 多数 

患者負担の重い重粒子線・陽子線治療の存在が 
この商品のマーケットニーズを喚起！ 



２．医療行政の変化が民間保険に及ぼす影響 

＜６＞特定健診・特定保健指導の義務化が及ぼす影響 

特定疾病保険料払込免除特約 特定疾病収入保障特約 

メタボ健診対策と他業界の商品例 
 

特定保健用食品の多様化 
健康器具の販売等 

    死 亡 
    保 障 

加入 

月 
２０ 
万 
円 

月 
２０ 
万 
円 

月 
２０ 
万 
円 

月 
２０ 
万 
円 

２年間の収入を保障 が
ん
・心
筋
梗
塞
・脳
卒
中 加入 

免  除 保険料払込 

が
ん
・心
筋
梗
塞
・脳
卒
中 



     

死  

亡 

２．医療行政の変化が民間保険に及ぼす影響 

＜７＞新しいがん対策推進基本計画が及ぼす影響 

がんの予防＝喫煙率を数値目標 
平成34年度までに、成人喫煙率を12％、未成年者の喫煙率を0％、受動喫煙については、
行政機関及び医療機関は0％、家庭は3％、飲食店は15％、職場は平成32年までに受動喫
煙の無い職場を実現する。 

国立がん研究センター 
「わかりやすい放射性物質と発がんのリスク」 

が
ん
罹
患 

喫
煙
習
慣 



２．医療行政の変化が民間保険に及ぼす影響 

生命保険料にリスク細分料率を導入 

非喫煙・標準体 
保険料 

非喫煙・健康体 
   保険料 

標準体保険料 
 

喫煙・健康体 
保険料 

最高血圧 
１４０未満 
最低血圧 
９０未満 

１８＜ＢＭＩ＜２７ 

非喫煙・標準体 
２,４６０円（82.5％） 

非喫煙・健康体 
２,１８０円（73.2％） 

標準体 
２,９８０円（100％） 

喫煙・健康体 
２,９００円（97.3％） 

当社 定期保険料の例（40歳男性加入・月払） 

死亡保障 
１０００万円 

保険期間10年 



２．医療行政の変化が民間保険に及ぼす影響 

＜８＞公的介護保険制度の改定が及ぼす影響 
介護を頼みたい相手（５５歳以上の人） 

「施設」から「地域」、「医療」から「介護」 
の流れが本格化すると・・・・ 

団塊世代での老々介護が本格化 
団塊ジュニアの介護負担の増大 

民間生保の介護商品
のニーズは何か？ 

内閣府：平成１９年度高齢者の健康に関する意識調査 / 国立社会保障人口問題研究所：人口ピラミッド 



２．医療行政の変化が民間保険に及ぼす影響 

＜９＞これからの生命保険商品の方向性 

△ ◎ 

× △ 

社会保障：充実 

見直し 

医療技術進歩 

経済 
成長期 

高齢化 
社会 

生命保険 
の役割 

自   助 

公   助 

社会保障 
の改革 
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